
前払式支払手段に関する内閣府令について 

 

第１ 内閣府令の概要 

 

 １．第１章（総則） 

（１）第１条～第３条関係 

    この内閣府令における主な用語の定義等を定めるものである。 

（２）第４条関係 

    資金決済に関する法律（以下「資金決済法」という。）第３条第２項の

委任に基づき、基準日未使用残高の算出方法を定めるものである。 

（３）第５条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、電磁的方法により金額や数量

を記録している前払式支払手段の支払可能金額等を、記録される金額又

は数量の上限と定めるものである。 

（４）第６条～第８条関係 

   資金決済に関する法律施行令（以下「資金決済法施行令」という。）第

４条第４項の委任に基づき、適用除外となる前払式支払手段等を定める

ものである。 

 

２．第２章（自家型発行者） 

（１）第９条～第１２条関係 

   資金決済法第５条及び第１０５条の委任に基づき、自家型発行者の届

出手続、届出書の記載事項、添付書類及び変更届の届出手続等を定める

ものである。 

（２）第１３条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、自家型発行者名簿の縦覧の方

法を定めるものである。 

 

３．第３章（第三者型発行者） 

（１）第１４条～第１６条関係 

   資金決済法第８条の委任に基づき、第三者型発行者の登録申請手続、



登録申請書の記載事項及び添付書類を定めるものである。 

（２）第１７条・第１８条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、登録申請者への登録通知及び

第三者型発行者登録簿の縦覧の方法を定めるものである。 

（３）第１９条関係 

   資金決済法第１０５条及び資金決済法施行令第５条第１項第２号ニの

委任に基づき、登録申請者への登録拒否通知の方法等を定めるものであ

る。 

（４）第２０条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、変更届出手続及び当該変更事

項に係る第三者型登録簿への登録手続等を定めるものである。 

 

４．第４章（表示、発行保証金の供託その他の義務） 

（１）第２１条関係 

   資金決済法第１３条第１項の委任に基づき、前払式支払手段発行者が

前払式支払手段である証票等又は前払式支払手段と一体となっている書

面等を利用者に交付して発行する場合に、当該前払式支払手段へ表示す

べき内容及び表示方法等を定めるものである。 

（２）第２２条関係 

   資金決済法第１３条第２項の委任に基づき、前払式支払手段発行者が

前払式支払手段である証票等又は前払式支払手段と一体となっている書

面等を利用者に交付せずに発行する場合の情報提供方法を定めるもので

ある。 

（３）第２３条関係 

   資金決済法第１３条第３項の委任に基づき、前払式支払手段発行者が

一部の表示事項を表示しないことができる場合として認定資金決済事業

者協会が当該事項を周知する場合を定めるものである。 

（４）第２４条～第２９条関係 

   資金決済法第１４条の委任に基づき、発行保証金の供託手続、追加供

託の手続、発行保証金に充てることができる債券の種類及び当該債券の

評価額を定めるものである。 



（５）第３０条～第３３条関係 

   資金決済法第１０５条及び資金決済法施行令第８条の委任に基づき、

発行保証金保全契約の届出手続、発行保証金保全契約を締結することが

できる銀行等及び銀行等以外の者が満たすべき要件並びに発行保証金保

全契約の解除承認手続を定めるものである。 

（６）第３４条～第３８条関係 

   資金決済法第１６条及び第１０５条の委任に基づき、発行保証金信託

契約の承認手続、発行保証金信託契約の内容、信託財産とすることがで

きる預貯金や債券の種類及び当該債券の評価額並びに発行保証金保全契

約の解除承認手続を定めるものである。 

（７）第３９条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、同法第１７条の命令に基づき

発行保証金の供託を行う場合の供託手続を定めるものである。 

（８）第４０条関係 

   資金決済法施行令第９条の委任に基づき、発行保証金を取り戻す際の

未使用残高の計算方法等を定めるものである。 

（９）第４１条関係 

   資金決済法第２０条第１項の委任に基づき、発行の業務の廃止等に伴

い、前払式支払手段の払戻しを行う場合の払戻額の計算方法及び払戻手

続等を定めるものである。 

（１０）第４２条関係 

   資金決済法第２０条第２項の委任に基づき、例外的に前払式支払手段

の払戻しが認められる場合として、①基準期間における払戻金額の総額

が直前の基準期間の発行額の１００分の２０を超えない場合、②基準期

間における払戻金額の総額が直前の基準日における基準日未使用残高の

１００分の５を超えない場合、③保有者のやむを得ない事情により当該

前払式支払手段の利用が著しく困難となった場合を定めるものである。 

（１１）第４３条～第４５条関係 

   資金決済法第２１条の委任に基づき、前払式支払手段の発行の業務に

係る情報の安全管理措置として、当該業務に係る電子情報処理組織の管

理を十分に行うための措置を講じなければならないことを定めるほか、



個人利用者情報の安全管理措置及び特別の非公開情報の取扱いを定める

ものである。 

 

５．第５章（監督） 

（１）第４６条関係 

   資金決済法第２２条の委任に基づき、前払式支払手段の発行の業務に

関する帳簿書類の作成及び保存を定めるものである。 

（２）第４７条～第４９条関係 

   資金決済法第２３条の委任に基づき、前払式支払手段の発行の業務に

関する報告書の提出手続及び添付書類、基準期間における発行額及び回

収額の算出方法、その他の報告事項を定めるものである。 

（３）第５０条関係 

   資金決済法第２７条第２項及び第２９条の委任に基づき、所在不明者

の公告及び監督処分の公告の方法を官報と定めるものである。 

 

６．第６章（雑則） 

（１）第５１条関係 

   資金決済法第３０条第３項及び第１０５条の委任に基づき、自家型発

行者の業務の承継の届出手続及び添付書類を定めるものである。 

（２）第５２条関係 

   資金決済法第３１条第３項の委任に基づき、権利実行事務代行者へ委

任することができる事務の内容を定めるものである。 

（３）第５３条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、廃止の届出手続、記載事項及

び添付書類を定めるものである。 

（４）第５４条～第５６条関係 

   資金決済法第１０５条の委任に基づき、経由官庁、届出書等の認定資

金決済事業者協会の経由及び標準処理期間を定めるものである。 

 

７．附則 

その他、この内閣府令の施行に伴い、施行期日、前払式証票の規制等に関



する法律施行規則の廃止を定めるほか、資金決済法附則の適用を受ける者等

について所要の経過措置を定めるものである。 

 

第２ 施行時期 

資金決済法の施行の日 


